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○館山市要保護及び準要保護児童生徒援助費事務取扱要綱 

平成16年２月26日教育委員会告示第４号 

改正 

平成16年６月23日教委告示第９号 

平成16年12月21日教委告示第16号 

平成20年３月26日教委告示第５号 

平成21年３月26日教委告示第４号 

平成21年４月23日教委告示第９号 

平成23年２月23日教委告示第３号 

平成23年３月25日教委告示第５号 

平成23年５月26日教委告示第10号 

平成25年９月24日教委告示第15号 

平成26年３月20日教委告示第５号 

館山市要保護及び準要保護児童生徒援助費事務取扱要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，学校教育法（昭和22年法律第26号）第19条の規定により，経済的理由によっ

て就学が困難と認められる児童又は生徒の保護者（学校教育法第16条の保護者又は児童扶養手当

法（昭和36年法律第238号）第４条第１項に規定する養育者をいう。以下同じ。）に対して行う就

学援助費に係る事務の取扱いに関し，必要な事項を定めるものとする。 

（支給対象者） 

第２条 就学援助費の支給を受けることができる者（以下「支給対象者」という。）は，公立小学

校又は公立中学校に在学する要保護児童生徒又は準要保護児童生徒の保護者で，次の各号のいず

れかに該当するものとする。 

(１) 館山市内に居住している児童生徒の保護者 

(２) 前号に掲げる者のほか，教育委員会が特別の事情があると認める児童生徒の保護者 

（申請） 

第３条 保護者は，要保護児童生徒及び準要保護児童生徒（以下「要保護及び準要保護児童等」と

いう。）の認定を受けようとするときは，就学援助認定申請書（別記第１号様式）に必要な書類

を添付し，当該要保護及び準要保護児童等が在籍する学校の校長（以下「校長」という。）に提

出するものとする。 
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２ 校長は，前項の規定による就学援助認定申請書が提出された場合であって，就学援助が必要と

認められるときは，要保護及び準要保護児童生徒調査票（別記第２号様式）並びに要保護及び準

要保護児童生徒名簿（別記第３号様式）を作成し，前項に規定する就学援助認定申請書に添付し

て，速やかに館山市教育委員会（以下「教育委員会」という。）に提出しなければならない。 

（認定方法） 

第４条 就学援助の認定は，次の方法により行うものとする。 

(１) 要保護児童生徒 福祉事務所長からの生活保護開始通知に基づき認定する。 

(２) 準要保護児童生徒 館山市準要保護児童生徒認定要領に定める認定基準（以下「認定基準」

という。）に基づき認定する。 

（認定日） 

第５条 就学援助の認定日は，次のとおりとする。 

(１) 要保護児童生徒 福祉事務所が生活保護を開始した日とする。 

(２) 準要保護児童生徒 申請日の属する月の翌月とする。ただし，４月及び申請日が月の初日

であるときは，その日の属する月とする。 

（認定通知） 

第６条 教育委員会は，第４条及び前条の規定により要保護及び準要保護児童等の認定の可否を決

定し，その結果を速やかに就学援助認定・非該当通知書（別記第４号様式）により，保護者に通

知するとともに，就学援助審査結果通知書（別記第５号様式）及び認定の場合にあっては，対象

経費，支給額等を就学援助費支給計画通知書（別記第６号様式）により校長に通知しなければな

らない。 

（就学援助費） 

第７条 就学援助費は，次のとおりとする。 

  

対象区分 対象経費 

要保護 １修学旅行費 ２医療費 

準要保護 １学用品費 ２通学用品費 ３校外活動費 ４通学費 ５修学旅行費 ６体育実

技用具費 ７新入学児童生徒学用品費 ８医療費 ９学校給食費 

（注）要保護の対象経費は，教育扶助を受けている場合とする。 

２ 前項に掲げる対象経費の支給範囲及び支給額は，次の各号による。 
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(１) 学用品費 児童又は生徒が通常必要とする学用品又はその購入費とし，支給額は毎年度別

に定める。 

(２) 通学用品費 小学校又は中学校の第２学年以上の学年に在学する児童又は生徒が通常必要

とする通学用品又はその購入費とし，支給額は毎年度別に定める。 

(３) 校外活動費 

ア 児童又は生徒が校外活動のうち宿泊を伴わないものに参加するため直接必要な交通費及び

見学料とし，支給額は毎年度別に定める。 

イ 児童又は生徒が校外活動のうち宿泊を伴うものに参加するため直接必要な交通費及び見学

料で１学年を通じて１回支給するものとし，支給額は毎年度別に定める。 

(４) 通学費 児童又は生徒が最も経済的な通常の経路及び方法により通学する場合の交通費と

し，支給額は実費とする。ただし，通学距離が児童にあっては片道４ｋｍ以上，生徒にあって

は片道６ｋｍ以上の場合に限る。 

(５) 修学旅行費 児童又は生徒が修学旅行（小学校又は中学校のそれぞれ１回に限る。）に参

加するために直接必要な交通費，宿泊費，見学料及び均一に負担すべきその他の経費とし，支

給額は実費とする。 

(６) 体育実技用具費 中学校の体育の授業を実施するために必要な体育実技用具（柔道着等）

又はその購入費とし，支給額は毎年度別に定める。 

(７) 新入学児童生徒学用品費 小学校又は中学校に入学する児童又は生徒が通常必要とする学

用品及び通学用品の購入費とし，支給額は毎年度別に定める。 

(８) 医療費 児童又は生徒が学校保健安全法施行令（昭和33年政令第174号）第８条に定める疾

病にかかり治療を受けた場合に，その治療に要する費用の自己負担相当額とする。 

(９) 学校給食費 学校給食法（昭和29年法律第160号）第11条第２項に規定する学校給食費とし，

支給額は実費とする。 

（支給方法） 

第８条 就学援助費は，要保護及び準要保護児童等の支給対象者に直接支給（医療費及び学校給食

費を除く。）するものとする。ただし，就学援助費を直接支給することが適当でないと校長が認

める場合，又は当該支給対象者が就学援助費の受領を校長に委任した場合は，校長に支給するこ

とができる。 

２ 校長は，前項ただし書の規定により要保護及び準要保護児童等の支給対象者が就学援助費の受

領を校長に委任した場合は，当該支給対象者から委任状（別記第７号様式）を受領しなければな
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らない。 

（支給時期） 

第９条 就学援助費の支給時期等については，次の各号による。 

(１) 学用品費・通学用品費 ５月及び９月に支給額の２分の１の額をそれぞれ支給する。ただ

し，５月から９月の間に就学援助を認定した場合は，支給額の１月当たりの額に９月までの支

給月数を乗じて得た額を認定月に支給するものとし，10月に認定した場合は，支給額の２分の

１の額を認定月に支給するものとし，11月から翌年３月の間に認定した場合は，支給額の１月

当たりの額に３月までの支給月数を乗じて得た額を認定月に支給するものとする。この場合に

おいて，１月当たりの額に１円未満の端数が生じた場合は切り捨てるものとする。 

(２) 校外活動費・修学旅行費 対象となる行事終了後，校長から提出される当該行事に係る経

費の報告に基づき，その都度支給する。 

(３) 通学費 校長から提出される通学費に係る報告に基づき，学期ごとに支給する。 

(４) 体育実技用具費 対象となる用具を購入後，校長から提出される当該経費の報告に基づき，

その都度支給する。 

(５) 新入学児童生徒学用品費等 ４月末日までに認定した児童又は生徒について，５月に支給

する。 

(６) 医療費 医療機関から請求される医療券（別記第８号様式）に基づき，その都度医療機関

に支払うものとする。 

(７) 学校給食費 １学期分を５月に，２学期分を９月に，３学期分を１月にそれぞれ支給する。

ただし，各学期の中途に認定した児童又は生徒については，支給額の１月当たりの額に各学期

中の支給月数を乗じて得た額を認定月に支給する。 

（認定の取消し） 

第10条 教育委員会は，福祉事務所長から要保護児童生徒に係る生活保護法（昭和25年法律第144

号）による保護の廃止通知があったときは，当該児童生徒の認定を取り消し，就学援助審査結果

通知書（別記第５号様式）により，速やかに校長に通知するものとする。この場合において，認

定の取消しの日は，当該保護が廃止された日とする。 

２ 教育委員会は，要保護及び準要保護児童等の支給対象者から就学援助辞退申出書（別記第９号

様式）が提出されたとき，又は認定基準のいずれかに該当しなくなったときは，当該児童生徒の

認定を取り消し，就学援助審査結果通知書（別記第５号様式）により，速やかに校長に通知する

ものとする。この場合において，認定の取消しの日は，当該申出のあった日又は認定基準に該当
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しなくなった日とし，就学援助費については，認定を取り消した日の属する月まで支給するもの

とする。ただし，学校給食費については，日割によるものとする。 

（事情変更の届出） 

第11条 要保護及び準要保護児童等の支給対象者は，第３条第１項の規定により申請した内容に変

更があったときは，就学援助認定申請事項変更届（別記第10号様式）により，速やかに，校長を

経由して教育委員会にその旨を届け出なければならない。 

（転学等） 

第12条 校長は，要保護及び準要保護児童等が市内において転学したときは，速やかに教育委員会

に報告するとともに，当該児童等に係る調査票に必要な事項を記入の上，転学先の校長に送付し

なければならない。 

２ 校長は，要保護及び準要保護児童等が死亡したとき，又は市外に転学したときは，速やかに教

育委員会に報告するとともに，当該児童等に係る調査表に必要な事項を記入の上，教育委員会に

送付しなければならない。 

３ 校長は，要保護児童又は準要保護児童が中学校に進学するときは，速やかに進学先の校長に調

査票を送付しなければならない。この場合において，進学先が本市以外の場合は，教育委員会に

送付するものとする。 

（校長の責務） 

第13条 校長は，就学援助を必要とする児童又は生徒を積極的に把握するとともに，就学援助制度

について十分な説明をする等必要な措置を講じなければならない。 

２ 校長は，校外活動及び修学旅行を実施したときは，当該行事の実施後速やかにその行事に直接

要した経費及び参加した要保護及び準要保護児童等について，修学旅行費実績報告書（別記第11

号様式）及び校外活動費実績報告書（別記第12号様式）を，通学に関する事項にあっては通学距

離等必要事項を調査し，学期ごとに通学費実績報告書（別記第13号様式）を，体育実技用具費に

あっては対象となる用具を購入後，体育実技用具費実績報告書（別記第14号様式）を教育長に提

出しなければならない。 

３ 校長は，当該年度の各援助費の支給が完了したときは，就学援助費支給結果報告書（別記第15

号様式）を速やかに教育長に提出しなければならない。 

４ 校長は，事務の取扱いに当たっては，要保護及び準要保護児童等の人権に十分配慮するととも

に，関係者間の連絡を密にし，就学援助制度の円滑な実施に努めなければならない。 

５ 校長は，第８条第１項の規定により要保護及び準要保護児童等の支給対象者が就学援助費の受
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領を委任した場合は，就学援助費の対象経費ごとに就学援助費支給明細書（別記第16号様式）を

整備しておかなければならない。 

（支給台帳の整備） 

第14条 教育委員会は，就学援助費の対象経費ごとに個人別支給台帳（別記第17号様式）を整備す

るものとする。 

（補則） 

第15条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は，別に定める。 

附 則 

この要綱は，平成16年４月１日から施行する。 

附 則（平成16年６月23日教委告示第９号） 

この告示は，公示の日から施行する。 

附 則（平成16年12月21日教委告示第16号） 

この告示は，平成17年１月１日から施行する。 

附 則（平成20年３月26日教委告示第５号） 

この告示は，公示の日から施行する。 

附 則（平成21年３月26日教委告示第４号） 

この告示は，平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年４月23日教委告示第９号） 

この告示は，公示の日から施行する。 

附 則（平成23年２月23日教委告示第３号） 

この告示は，平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年３月25日教委告示第５号） 

この告示は，平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年５月26日教委告示第10号） 

この告示は，公示の日から施行し，改正後の館山市要保護及び準要保護児童生徒援助費事務取扱

要綱の規定は，平成23年４月１日から適用する。 

附 則（平成25年９月24日教委告示第15号） 

この告示は，公示の日から施行し，改正後の館山市要保護及び準要保護児童生徒援助費事務取扱

要綱の規定は，平成25年４月１日から適用する。 

附 則（平成26年３月20日教委告示第５号） 
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この告示は，公布の日から施行し，改正後の館山市要保護及び準要保護児童生徒援助費事務取扱

要綱の規定は，平成26年３月１日から適用する。 

別記 

第１号様式（第３条第１項）（表） 

第２号様式（第３条第２項）（表） 

第３号様式（第３条第２項） 

第４号様式（第６条） 

第５号様式（第６条，第10条第１項及び第２項） 

第６号様式（第６条） 

第７号様式（第８条第２項） 

第８号様式（その１）（第９条第６号） 

第８号様式（その２）（第９条第６号） 

第９号様式（第10条第２項） 

第10号様式（第11条） 

第11号様式（第13条第２項） 

第11号様式（別紙） 

第12号様式（その１）（第13条第２項） 

第12号様式（その２）（第13条第２項） 

第13号様式（第13条第２項） 

第14号様式（第13条第２項） 

第15号様式（第13条第３項） 

第16号様式（その１）（第13条第５項） 

第16号様式（その２）（第13条第５項） 

第17号様式（第14条） 


